
附 則

こ の 省 令 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

別 表
一

（ 二 ） 土 地 改 良 法 （ 昭 和 二 十 四 年 法 律 第 百 九 十 五 号 ） 第 九 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 負 担

金

（ 三 ） 漁 港 漁 場 整 備 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 百 三 十 七 号 ） 第 二 十 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の

規 定 に よ る 負 担 金

（ 四 ） 港 湾 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 十 八 号 ） 第 五 十 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 負 担 金

（ 五 ） 公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 費 国 庫 負 担 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 九 十 七 号 ） 第 五 条

の 規 定 に よ る 負 担 金

（ 七 ） 道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 五 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 負 担 金

（ 八 ） 空 港 法 （ 昭 和 三 十 一 年 法 律 第 八 十 号 ） 第 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 負 担 金

（ 一 ） 砂 防 法 （ 明 治 三 十 年 法 律 第 二 十 九 号 ） 第 十 四 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 負 担 金

（ 六 ） 森 林 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 二 百 四 十 九 号 ） 第 四 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 負 担

金
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] 法 人 事 業 税 次 の 算 式 に よ っ て 算 定 し た 額

算式
ÃＡ×Ｂ＋ÃＣ×（Ｄ－Ｅ）＋ÃＦ×Ｇ＋ÃＨ×（Ｉ－Ｊ）
算式の符号
Ａ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける課税免除に係る所得金額を
課税標準とする法人の税率区分ごとの課税標準額
Ｂ Ａに係る標準税率
Ｃ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける不均一課税に係る所得金額
を課税標準とする法人の税率区分ごとの課税標準額
Ｄ Ｃに係る標準税率
Ｅ 当該道県がＣに係る不均一課税に際して適用する税率区分ごとの税率。ただし、当該
率がそれぞれの税率区分に係る標準税率を超えるときは、当該標準税率とする。
Ｆ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける課税免除に係る課税標準額
のうち収入金額を課税標準とする法人の課税標準額
Ｇ Ｆに係る標準税率
Ｈ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける不均一課税に係る課税標準
額のうち収入金額を課税標準とする法人の課税標準額
Ｉ Ｈに係る標準税率
Ｊ 当該道県がＨに係る不均一課税に際して適用する税率。ただし、当該率が標準税率を
超えるときは、当該標準税率とする。

^ 不 動 産 取 得 税 次 の 算 式 に よ っ て 算 定 し た 額

算式
Ａ×0•04＋Ｂ×（0•04－Ｃ）
算式の符号
Ａ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける課税免除に係る課税標準額
Ｂ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける不均一課税に係る課税標準
額
Ｃ 当該道県がＢに係る不均一課税に際して適用する税率。ただし、当該率が0•04を超え
るときは、0•04とする。

_ 固 定 資 産 税 普 通 交 付 税 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 三 十 七 年 自 治 省 令 第 十 七 号 ） 第 二 十 七 条 第 一

号 か ら 第 三 号 ま で の 区 分 ご と に 次 の 算 式 に よ っ て 算 定 し た 額 の 合 算 額

算式
Ａ×0•014＋Ｂ×（0•014－Ｃ）

Ｆ 当該道県がＥに係る不均一課税に際して適用する税率。ただし、当該率が0•04を超え
るときは、0•04とする。
Ｇ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける課税免除に係る課税標準額
のうち個人の行う地方税法第72条の２第10項に規定する第三種事業（同項第５号及び第
７号に規定する事業に限る。）に係るもの
Ｈ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける不均一課税に係る課税標準
額のうち個人の行う地方税法第72条の２第10項に規定する第三種事業（同項第５号及び
第７号に規定する事業に限る。）に係るもの
Ｉ 当該道県がＨに係る不均一課税に際して適用する税率。ただし、当該率が0•03を超え
るときは、0•03とする。

算式の符号
Ａ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける課税免除に係る課税標準額
Ｂ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける不均一課税に係る課税標準
額
Ｃ 当該道県がＢに係る不均一課税に際して適用する税率。ただし、当該率が0•014を超
えるときは、0•014とする。

ロ 市 町 村 東 日 本 大 震 災 復 興 特 別 区 域 法 第 四 十 三 条 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 課 税 標 準 額 を 、 土 地

に 係 る も の 、 家 屋 に 係 る も の 及 び 普 通 交 付 税 に 関 す る 省 令 第 三 十 二 条 第 四 項 各 号 に 定 め る 区 分

ご と の 償 却 資 産 に 係 る も の に 区 分 し 、 当 該 区 分 ご と に 次 の 算 式 に よ っ て 算 定 し た 額 の 合 算 額

算式
Ａ×0•014＋Ｂ×（0•014－Ｃ）
算式の符号
Ａ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける課税免除に係る課税標準額
Ｂ 東日本大震災復興特別区域法第43条の規定の適用を受ける不均一課税に係る課税標準額
Ｃ 当該市町村がＢに係る不均一課税に際して適用する税率。ただし、当該率が0•014を超
えるときは、0•014とする。

３ 前 二 項 に 定 め る も の の ほ か 、 総 務 大 臣 が 必 要 と 認 め る 場 合 に は 、 別 に 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、

平 成 二 十 四 年 九 月 及 び 平 成 二 十 五 年 三 月 以 外 の 月 に お い て 、 平 成 二 十 四 年 度 分 の 震 災 復 興 特 別 交 付

税 の 額 を 決 定 し 、 交 付 す る 。

４ 平 成 二 十 三 年 度 省 令 第 一 条 の 規 定 に よ り 算 定 し た 額 に つ い て 、 必 要 な 経 費 の 見 込 額 等 に よ り 算 定

し た 額 が 実 際 に 要 し た 経 費 を 上 回 り 、 又 は 下 回 る こ と 等 に よ り 平 成 二 十 三 年 度 分 の 震 災 復 興 特 別 交

付 税 の 額 が 過 大 又 は 過 少 に 算 定 さ れ た と 認 め ら れ る と き は 、 当 該 過 大 算 定 額 又 は 過 少 算 定 額 に 相 当

す る 額 を 、 当 該 団 体 に 対 し て 交 付 す べ き 平 成 二 十 四 年 度 分 の 震 災 復 興 特 別 交 付 税 の 額 か ら 減 額 し 、

又 は 当 該 額 に 加 算 す る も の と す る 。

５ 前 項 の 場 合 に お い て 、 平 成 二 十 四 年 度 分 の 震 災 復 興 特 別 交 付 税 の 額 か ら 減 額 す る こ と が で き な い

場 合 の 措 置 に つ い て は 、 別 に 省 令 で 定 め る 。

（ 平 成 二 十 四 年 度 震 災 復 興 特 別 交 付 税 額 の 一 部 を 平 成 二 十 五 年 度 に お い て 交 付 す る 場 合 の 算 定 方

法 ）

第 二 条 地 方 交 付 税 法 附 則 第 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 、 地 方 交 付 税 法 附 則 第 十 一 条 に 規 定 す る 平 成

二 十 四 年 度 震 災 復 興 特 別 交 付 税 額 の 一 部 を 平 成 二 十 五 年 度 分 の 地 方 交 付 税 の 総 額 に 加 算 し て 交 付 す

る 場 合 に お け る 、 地 方 団 体 に 対 し て 交 付 す べ き 震 災 復 興 特 別 交 付 税 の 額 の 算 定 方 法 、 決 定 時 期 及 び

決 定 額 並 び に 交 付 時 期 及 び 交 付 額 に つ い て は 、 別 に 省 令 で 定 め る 。
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